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第 1章

第1章 序 論

1.1本研究の背景

1.1.1 コンクリート構造物の今日的課題

戦後,高度経済成長を支え,牽引役となった我が国の社会基盤整備にとって,

コンクリー ト構造物が果たしてきた役割は計 り知れないものがあるO 橋,ダム,

道路などの土木構造物,一般の住宅から高層建築物にいたるまで,構造物にはコ

ンクリー トが必ずと言っていいほど用いられてきた｡その基本的な役割は,安全

で快適な社会基盤を築くだけではなく,それに要した公共投資は,建設事業を通

じて ｢人｣や ｢もの｣を移動させ,消費の拡大を促 してきた｡さらに,これによ

る効果は,都市や地方を問わず,日本の経済成長のサイクルに組み込まれ,世界

第二位の経済大国-と押し上げる原動力となった 1)0

今 日の日本は,先進国としての成熟期を迎え,緩やかで継続的な成長を目指す

べき時代を迎えている｡ 我が国では,政府の支出が収入を大きく上回る大幅な財

政赤字が続き,政府は巨額な債務残高を抱えている 2)O 日本全体の債務残高は,

1097兆円を超えており,これは国民-人当たりに換算すると859万円にも達する｡

現在の状態が続けば,債務残高が発散して,我が国の財政は破綻してしまうこと

が予想されることから,今後は,予算の縮小により,公共投資が長期にわたり抑

制される方向にあることは避けられない｡このため,今までの経済成長を支えて

きたシステムや社会構造の改革を図り,限られた公共投資によって,いかに効率

よく社会資本を整備 していくかが,緊急の課題となっている｡

このような状況において,コンクリー ト構造物を取り巻く状況も変わりつつあ

る｡コンクリー ト構造物にとっては,これまで以上に長寿命化が求められ,ライ

フサイクルコス トの削減を進める必要に迫られている｡長寿命化やコス ト削減に

とって欠かせないのが,技術革新である｡コンクリー ト分野において,この波を

後押しするのが,仕様規定から性能規定-の移行である｡土木学会では,コンク

リー ト標準示方書の施工編を皮切 りに,順次,性能規定-と移行 した｡

性能規定の場合,設計を例にとると,その自由度が増すため,新しい技術や新

しい発想を設計に取り込もうとする者にとっては有力な手段となる｡反面,設計

者は自らの設計に対して,その妥当性を証明する手段 ･方法を持たねばならず,

その責任は増大することになる 3)0

性能規定は,海外で発注される工事ではごく一般的なものになっている｡我が

国でもコンクリー トにこの手法が取り入れられることにより,これまでの仕様規

定では規格外となり,使用できなかった材料を新たな技術を導入することで,用

いることが可能となった｡材料の選定において,自由度が増すことは,コス トの

1



第 1章

削減に寄与するだけでなく,資源の有効利用の観点からも,大きな意義を持つ｡

1.1.2コンクリートの耐凍害性

コンクリー ト構造物の長寿命化を進めるには,耐久性を確保することが欠かせ

ない｡コンクリー トの耐久性を損なう作用は数多いが,寒冷地においては,凍結

融解繰返し作用が最も重大であると希識されてきた｡コンクリー トの耐凍害性を

高めることは,｢スクラップ ･アンド･ビル ド｣からこれを ｢使い続ける｣時代の

観点からも必須であるだけでなく,安全上そして美観上も不可欠である｡

筆者は,岩手県生コンクリー ト工業組合の共同試験場 (現中央技術センター)

に所属し,晶質の優れたコンクリー トの供給を技術的な観点から支える役割を果

たしてきた｡供給される生コンクリー トにも,優れた耐凍害性が要求される｡そ

のためには,実際に製造されている生コンクリー トの耐凍害性を把握する必要が

あり,岩手県生コンクリー ト工業組合と岩手大学の共同で行った生コンクリー ト

を対象とした凍結融解試験 4)で中心的な役割を果たした｡

また,実際に発生している凍害の実態を把握するために行った両者の凍害調査

5)にも参画し,凍害は現在でも重大な問題であり続けていることを認識 した｡本研

究を行 うにあたっての動機のひとつとなったこの凍害調査について,以下に概略

を述べる｡

岩手県内に存在するコンクリー ト構造物の多くは,岩手県生コンクリー ト工業

組合に所属する組合員工場が供給したコンクリー トであるため,調査対象地域は

岩手県全域とした｡ただし,岩手県内に存在するコンクリー ト構造物のすべてを

調査するのは,多大の経費および労力を要するため,図 1-1に示した主要な国道

および県道などの路線を選定し,その路線にある構造物を調査した｡範囲として

は,岩手県内全域を網羅している｡

さらに,気象条件が厳しく,凍害事例が多いといわれている北海道も調査対象

地域とした｡ここでは,図 1-2に示した苫小牧市から札幌市に至るまでの複数の

路線 (①苫小牧- 日高-支第湖一千歳-札幌,②苫小牧-室蘭-洞爺湖-札幌)

を選定し,調査を行った｡

対象とした構造物は,種類を問わず,選定した路線にある変状が目についた構

造物を調査した｡ただし,岩手県内の調査においては,変状が見られる構造物の

ほかに,調査路線を通って出現する道路橋の地覆を全数調査した｡これは,変状

の有無にかかわらず,地覆の状態を調査することによって,凍害の発生割合や地

域性を,数値的に把握したいという意図による｡

調査は,目視観察によって行い,表 1-1に示したように,被害形態を六つに分

類し,それぞれの有無を調査 した｡なお,被害の抽出については,凍害であると

2
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図 1-1 岩手県の調査ルー ト 図 1･2 北海道の調査ルー ト

表 1-1 劣化形態の分類

No. 劣化形態の分類

1 ひび割れ

2 軽度のスケー リング (深 さ<5mm)

3 中程度のスケー リング (5mm≦深 さ<10mm)

4 強度のスケー リング (10mm≦深 さ<20mm)

5 崩壊 (20mm≦深 さ)

※深さ :劣化の深 さ

思われる事例のみを対象 とするように努めたが,目視観察のため,たとえば,塩

害や温度ひび割れなどと判別がつきにくい劣化現象もあ り,調査結果には,凍害

以外の原因による被害も含まれている可能性があるO

岩手県では 640,北海道では 48の構造物を調査 し,その総数は 688に達 した｡

岩手県および北海道で調査 した構造物の種類の内訳を図 1-3および図 1-4に示すO

岩手県で調査 した構造物の種類 としては,調査路線上の地顔のみを調べた橋梁が

多かったため,橋梁が圧倒的に多 く,全体の 9割を占めるo北海道においても,

調査路線上の構造物を主 として調べたため橋梁が多く,全体の 40%を占める｡

3
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図 1-3 岩手県で調査 した
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図 1-4 北海道で調査 した
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図 1･5は, 6つに分類 した被害形態の発生割 合を,岩手県および北海道に分類

して示 したものであるO岩手県の場･合,地覆のみを調べた橋梁は含まれていない

ので,構造物の総数は 47である｡なお,発生割合は,調査 した構造物の総数に対

し,その被害形態が見 られた構造物の割合を示 したもので , ひとつの構造物に複

数の被害形態が見られた場合 もあるため,発生割合の合計は 100%を超えるo

0 20 40 60 80 100

ひび割れ

軽度のスケーリング

中程度のスケーリング

強度のスケーリング

崩壊

ポップアウト

0 20 40 60 80 100

凍害の発生割合(%)

図 1-5 凍害の発生割合
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着 目すべきは,発生割合の絶対値であり,おしなべて高い数値となっている｡

これは,劣化の見られた構造物のみを対象としたためであり,既存の構造物全体

に,このような高い割合で被害が発生していることを意味するものではなく,こ

の数値は,各被害形態の相対的な比較において意味を持つ｡

相対的にひび割れの発生割合が高い｡ただし,ひび割れの発生原因については

特定が難しく,温度ひび割れや収縮ひび割れなど,凍害以外によるひび割れが含

まれている可能性が高い｡凍害の大きな特徴である剥離 (スケーリング)につい

ては,崩壊まで含めた 4段階に区分したが,それらを合計すれば,調査した構造

物の大多数に,剥離が発生していたことになる｡

崩壊まで含めた剥離で興味深いのは,岩手県と北海道の違いである｡北海道の

場合,剥離の程度が軽度から崩壊まで,ほぼ等しい割合で発生しているのに対し,

岩手県の場合は,程度の重い剥離の割合が多い｡ひとつの構造物を想定すれば,

剥離は徐々に進行し,次第に程度が重くなる｡ したがって,一般には仮設年次が

古いほど,剥 離の程度が重いことになり,岩手県の場合,調査した構造物に,育

いものが数多く含まれていた可能性もある｡しかし,実際には,両地域で調査し

た構造物の経過年数は25-30年程度と,大差はない｡

北海道の場合,調査 したのが南部とはいえ,岩手県より気象条件は厳 しく,岩

手県の方が,被害の程度が重いという結果は,これに矛盾 していることになる｡

北海道は気象条件が厳 しいため,凍害が発生しやすいという認識の元に,凍害防

止対策が進んでいるとも受け止められる｡

また,各調査地域の被害の程度を知ることによって,｢その地域の凍害発生の危
険性を明らかにできる｣との考えから,岩手県の道路橋については,調査路線を

通って出現 した橋梁の地覆を全数調べた｡岩手県の県土は南北 195km,東西

123km と,面積は全国都府県のうち最も広く,県内でも場所によっては,気象条

件に大きな違いがある｡気象条件が異なれば,凍害発生の危険性にも差が出る｡

ただし,被害の程度には構造物の施工の良否や経過年数など,多くの要因がか

かわるため,たとえば,ある構造物をひとつだけ調べたとしても,その被害の程

度でもって,気象条件がもたらす凍害の危険性を判定するには無理がある｡その

点,各地域内の構造物を数多く調べれば,施工の■ばらつきや経過年数は,平均的

に各地域で同程度となり,気象条件の違いだけが,各地域の被害に反映される｡

このような考えのもとに,数多くの地覆を調査した｡

この地覆の被害形態についても,表 1-1に示したように六つに分類したが,調

査手法は,たとえば,｢軽度の剥離が見られる｣というだけにとどめ,その面積的

な広がりまでは調査 していない｡同程度の剥離であっても,わずかな部分にしか

発生していない場合と,広範囲にわたっている場合とでは,おのずと被害の程度

5
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が異なるO面積を測定 していない本調査の範囲内では , 当該の地薄について,被

害の重み付けができないOそのため,凍害による何 らかの劣化が見 られた場合と,

まったく劣化が見られなかった場合の二通 りに区分することとした｡

岩手県内の地域割 りに関しては,細かくするほど有用な資料は得 られるものの,

各地域の調査数が少なくなり,施工のばらつきや経過年数などの影響が強 くなるb

そこで,気象条件による違いを正 しく把握するために,県内をおおまかに,｢北東

(調査数 190)｣｢北西 (調査数 70)｣｢南東 (調査数 207)｣｢南西 (調査数 130)｣
の四つの地域に分類 した｡

何 らかの被害の発生割合を 4つの地域 と岩手県全体 (調査数 597)に分額 して

示 したのが.図 1-6であるD橋梁の地覆は,他のコンクリー ト構造物 とは異なり,

雨水や融雪水が滞留 Lやすいので凍害を引き起こしやすいとはいえ,岩手県全体

ではこの割 合が 27.7%であり,1/4程度の地覆に凍害が発生 していたことになる｡

各地域における被害の発生割合は,地域毎で異な り,東側 より西側が,南側より

北側の凍害の発生割合が多くなっている｡ 気温で比較すれば,南側よりも北側が

より寒冷であ り,東西では積雪量が異なり,西側が比較的多いO凍害にかかわる

これらの気象条件の違いが地域毎の被害の差をもた らしたと推察できる｡被害の

多い地域は,明らかに凍害発生の危険性が高い｡そのような地域では,耐凍害性

の確保に,より一層慎重な配慮を要する｡

(%
)
中

京

胡
蝶
W
帥
嘩

30

0

0

2

1

全県 北西地域 南西地域

北東地域 南東地域

図 1-6 岩手県の地額を対象 とした凍書の発生割合
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さらに,各地域における詳細な被害の程度の内訳を示 したのが,図 1-7であるO

南西を除く 3つの地域では.各被害形態がほぼ同様の割合で発生 していたのに対

し,南西では軽度の剥 離が少なく,崩壊にまで至ったとされる構造物の割 合が他

の 3つの地域の 3-4倍 と非常に多いb南西地域は,奥羽山脈東麓に位置 し,他の

3地域に比べて豪雪地帯であり,凍結融解時の水分の供給が多かったことがその

原因として考えられる｡
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8

6

□ひび割れ

□軽度のスケーリング
P中程度のスケーリング
P強度のスケーリング
伸脚異
｣ポップアウト

北東地域 南東地域

北西地域 南西地域

図 1-7 四つの地域の劣化の割合

次に,凍害にかかわる要因として,｢気象条件｣｢設計｣｢製造｣｢施工｣につい
て検討する.先の図 1-6によると,｢北東｣｢北西j ｢南西｣ に位置する構造物の被
害が比較的多く,｢南東｣に位置する構造物の被害は比較的少ないDコンクリー ト

構造物に生 じる凍害は,コンクリー トそのものの品質によっても明らかに影響を

受けるが,最低気温や最高気温によって定まるサイクルの頻度など,気象条件に

よっても少なからず影響を受けると考えられる｡そこで,気象条件 として,｢最低

気温｣｢最高気温｣｢降水量または積雪量｣｢日照時間｣｢全天 日射量｣の各要因に
着目して,構造物に発生 している凍害がその地域の気象条件 とどのように関連 し

ているか,把握することをEj的として考察するO

｢最低気温｣や ｢最高気温｣など,気象条件にかかわるデータは,いずれも財

団法人 日本気象協会盛岡支部で発行 している ｢岩手県気象月報｣か ら抽出 し,平

成 5年 10月から平成 10年 5月までの5年間のデータを対象 とした｡岩手県には,
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園1-8に示すように,33ヶ所の気象観測所がある｡これらの観測所のデータを元

に,凍結融解が生 じたサイクル,これらのサイクルの中での最低気温,凍結融解

を生じたときの最低気温の合計値などを, 33ヶ所の観測所ごとに算出した｡

図 1-8 岩手県の気象観&lJ所 (33ヶ所)

岩手県内の橋梁地帝を調査 したときのひび割れや剥離など,図 1･6に基づく 4

つの地域および岩手県全体の凍害の発生割合と,5年間の気象データに基づく年

間平均の凍結融解サイクルとの関係を示 したのが,図 1-9である｡凍結融解のサ

イクルは,凍害の発生割合を示 した地域 と比較するために,橋梁地寝を調査 した

地域内にある観測所の複数のデータを平均 したものである｡ これによると,両者

の相関関係は非常に高く,凍害の発生割合を推定する上で,凍結融解サイクルは

有用な指標であるといえるO

凍害が発生するためには,コンクリー ト構造物-の水分の供給が欠かせない｡

この水分の供給は,設計によってほぼ決まるため,ここに設計の重要性があるO

そこで,設計-の配慮を欠いたため,凍害に至ったと推察される例を取 り上げ,

考察する｡

写真 1-1は,道路橋の南側地積上面が,中度の剥離を生 じた例であるOこの道

路橋は,橋軸が緩やかにカーブ し､構面全体が横軸方向に対 し南側に向けて傾斜

する構造となっているため,路面および地覆の日射は良好で,雪は比較的容易に

融けるものと推察される｡融雪による水の供給は,融雪の進行 とともに緩やか,

かつ継続的に行われることから,比較的長時間にわたってコンクリー トを湿潤状

態に保ち.その含水程度を高める｡さらに,融雪時の水の流れは降雨時の場合 と

8
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凍結融解サイクル

図 1-9 凍結融解サイクル と凍書の発生割合の関係

写真 1-1 地確に生 じた中程度のスケー リング

異なり,融雪水が計画 した排水 口まで到達せず.貯留することによって劣化を助

長する場合もあり,本例の劣化は,そのような原因によるものと考えられる｡

加えて,この道路橋の場合は,播面全体の排水性能を北側の排水 口のみに委ね

るような片勾配の構造 となっていることから,南側地覆は融雪水や雨水, 日射.

そしてさらには融雪剤の影響を受けやす く,これが集中的な劣化に至ったと推察

される｡

9
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写真 1-2は.築造後,約 50年を経過 した橋梁であるが,設計の配慮によって,

凍害を免れた例である｡高欄および地希の主要な部分には面取 りが施され,応力

の集中によって被害を受けやすい隅角部を設けないような配慮が施 されている｡

また,高欄の横桟を菱形 としているほか,橋の中央部を盛 り上げることによって

橋面の排水をスムーズにするなど,融雪水や雨水の滞留を防ぐための細部にわた

る配慮が見られたO 古い時代の橋であるため,床版上-の舗装がなく,50年間に

わたって直接風雨に晒されたにもかかわらず,わずかに軽度の剥離を生 じている

のみで.構造上の機能を全く失っていない. さらに,高欄 と地零に至っては, 軽

度の剥 離さえほとんど見られず,高い耐久性を示 しているD本例は,設計上の配

慮が,構造物の耐凍害性を高めた貴重な例といえる｡

写真 1-2 50年を経過 した健全な橋梁

次いで,製造の影響について考察するD製造の影響とは,すなわち,生コン業

の責任において凍害が発生した事例である｡ 写真 1-3は,コンクリー トに吸水率

の比較的大きい粗骨材が混入 していたために発生 したポップアウトの事例であり,

明らかに製造者の責任に帰着するといえる｡発生数が少なければ,それほど問題

になるとは言えないが,今後,発生数が増加するようであれば,そこからの浸水,

凍結融解作用に伴 うさらなる劣化が進行 し,崩壊へと発展する可能性を秘めてい

る｡現に,崩壊状態の構造物の破壊面を観察すると,損傷した粗骨材を確認する

ことができたことから,崩壊に至った発端は,まさにポップアウ トにあったと推

察される事例もあった｡

劣化の原因を探るうえで,最も重要な指標の一つが,コンクリー トに含まれて

いる空気量である｡ この空気量の減少によって,ひび割れが発生 したと推察され

10
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るのが,写真 1-4である｡-椴に生コン工場では.練混ぜ後の空気量の減少を考

慮して,空気量が 0･5%程度多くなるように製造 して出荷 している｡しかしながら,

工事現場が生コン工場から比較的遠い立地条件にある場合には,練混ぜ時の空気

量が減少 し.凍結時に発生する膨張圧を緩和できないことがある｡本例 (用水路

の天端)の立地場所は,近隣の生コン工場から 1時間以上と遠隔地にあるため,

まさしく練混ぜ後の空気量の減少が原因となったひび割れであると考えられる｡

さらに,コンクリー ト打設時のバイブレーターのかけ過ぎなど,施工が原因で大

幅に空気量を減少させることもありうるだけに,配合設計時における練混ぜ後の

減少を見込んだ空気量の確保が重要であるといえる｡

･A' -ヾ-ど

準を 嘉 放 言

':'A

由よ､■~'l,-,表意 よ

写真 1-3 ポップアウ トによる損傷

.Ali

写真 1-4 空気量の液少によるひび割れ

ill
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最後に,施工の影響について考察する｡写真 1-5は,建築物の屋上のモルタル

仕上げ部分の劣化を示 したものである｡モルタルは,橋梁親柱の化粧仕上げにも

よく用いられてお り,調査 したほとんどの親柱が何 らかの被害を受けていた｡モ

ルタルはもともと収縮ひび割れが入 りやす く,そのひび割れが誘因となって劣化

を助長するDモルタル仕上げを施すのであれば,混和剤によって空気量を混入す

るなど,モルタル自体の耐凍害性を高める必要があるといえるO

写真 1-5 モルタルの損傷

以上の調査結果により,凍害を受けているコンクリー トは多く,耐凍害性の確

保は依然 として重要な昌果題であることを再認識 した｡目視観察のみの調査であり,

凍害発生の原因を特定するのは難 しいが,たとえばポップアウトは紛れもなく,

骨材の品質が劣るための現象であるDまた,ひび割れや剥離なども,骨材が原因

となっている例があり得ることを否定できない｡そこで次に,骨材の現況を概観

してみる｡

1.1.3 骨材資源および品質の推移

良質なコンクリー ト用骨材の条件 としては,(》石質が堅硬強固であること,②

清浄で不純物を含まないこと,③大小粒が適当に混合されていること,(訓錠形が

丸味を帯びていること,などが挙げられる｡戦後の高度経済成長が始まる 1965

年頃までは骨材の使用量も少なく,そのほとんどは,これ らの条件に適合する河

川砂利 ･河川砂により供給されてきた 6)｡いわゆる河川砂利 ･河川砂の時代であ

る｡ ところが,骨材の使用量が増えるにつれて,橋脚の洗掘などの問題が生 じる

ようになるO

12
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これに対応 して 1966年に策定 された建設省の ｢河川砂利基本対策要綱｣によっ

て,河川砂利および河川砂の採取は.河川管理に支障をきたさないように計画的

採取を行 うべきこと.また,河川砂利 ･河川砂の枯渇化に備え,その用途規制を

行 うことなど,総合的な河川砂利対策がとられた結果,河川砂利 ･河川砂が全体

の生産量に占める比重は,年々低下するようになった 7)｡

骨材の供給源多様化の時代 (1965年～1980年)の幕開けである｡図 1･10に示

すように,河川砂利 ･河川砂に代わって台頭 してきたのが,陸砂利 ･陸砂,山砂

利 ･山砂,海砂利 ･海砂である 8)｡河川砂利 ･河川砂の採梶が規制 される状況下

で,高度経済成長に伴って急増する需要を満たすために.これ らの骨材資源の開

発が進められた｡ この結果,これ らの砂利 .砂の年間総供給量は約 3.5億 Lまで

増加 し,急増する需要を支えた0

1980年～1995年は,砂利 ･砕石の大量消費時代であるoその後も骨材需要は

増加 し,増加分は砕石の増産によって供給されるようになり.1980年以降,骨材

の供給は砕石 ･砕砂が主,砂利 .砂が従 となっていった｡1990年に,骨材使用量

は 9億 5,000万 tとピークに達するo Lか し,バブル経済の崩壊 とともに骨材需

要も減少の一途を辿るようになった｡

一般に,砕石の使用は西高東低 と言われてきたが,粗骨材の砕石-の移行は関

東,東北にも急速に及んでいる｡砕石の使用割合が増加する理由は,良寛の河川

砂利の不足に起因する｡ この河川砂利 ･河川砂の調達難が,骨材の遠隔地での採
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図 1-10 骨材の種類別生産量の推移
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取と長距離輸送を余儀なくしてお り.東北地方からも石灰岩を主 とした砕石の輸

送が関東方面に行われている｡

1995年以降は,再生 ･有効利用の時代である｡骨材の需要は減少するものの,

骨材の大量消費のツケとして.特に良質の砂の不足が深刻化 してきたO環境問題

の深刻化から,海砂利の採取禁止 ･再生骨材の利用が進められ,代替え砂資源の

確保が重要課題 となっている｡2005年の骨材生産量は6億 tを下回 り,最盛期の

58%にまで落ち込んでいるのが現状である｡

日本列島を構成する各種岩石 ･地層の分布 を把握することは, 日本列島の地質

資源の探査および予測に重要であるばか りでなく,骨材資源の分布を定量的に把

握 しようとする場合にも,欠かせない基礎情報 といえるQそこで,岩石種の測定

区分を次のように定め,これ らの分布を把握することとする9)a

① 第四紀 (170万年前)の堆積岩類 ･火山岩頬

② 新第三紀 (2,400万-170万年前)の堆積岩塀 ･火山岩類 ･花南岩頬

(多 古第三紀 (6,500万-2,400万年前)の堆積岩類 ･火山岩類

④ 中生代 (2億 4,500万-6,500万年前)の堆積岩類 ･火山岩類 ･花嵐岩類

⑤ 中 ･古生代 (5億 7,000万-6,500万年前)の堆積岩頬

⑥ 古生代 (5億 7,000万-2億 4,500万年前)の堆積岩類 ･花尚岩類

⑦ 各種変成岩類 ･塩基性岩類 (5億 7,000万-2,400万年前)

表 1-2に東北 6県の地層 ･岩石分布面積比を, 図1-11に岩手県の砕石資波分布

LO)を示すo

表 1-2 東北地方の地層 ･岩石分布面積比

地 層 区 分 年代(100万年前) 青森 JL_イ ー~1r ~ -!砦事 EL ,.- ,こ.- - 宮城 秋 田 山形 福 島

第 四 紀 堆 積 岩 1.7 27.3了二_蒸盛 23.1 16_6 19.2 9.3

新 第 三 紀 堆 積 岩 24.-1.7 36.1二二蘭 35.4 45.9 40.5 25.0

古 代 三 糸己堆 積 岩 65′-24 ｢ 】】】ー 】 LJTV

中 世 代 堆 手占 岩 245--65 一iR一｣ー吋L.L.遡
午 .古生代堆積 岩 570-65 2.2こ二戯 15.3 7.8

第 四 紀 火 山 岩 1､7 17.3 ー_一一丑弧 14,8 12.7 8.1 16.4

新 第 三 紀 火 山 岩 24-1.7 16.6 三二 ∴離表 6.0 20.2 16.8 7.4

中 生 代 火 山 岩 245′-146 ､=T讃簡
花 尚 岩 頬 146--65 T'LJ_ー■■t■■ニーーt.I ,もnB).ー 5.4 4.4 14.3 28.3

変 成 岩 頬 570-24 1- I .R.- i- 5.3

塩 基 性 岩 頬 65-24 ニ凋
そ の 他 - 0.5r∴止 0,2 I.1 0.5

合 計 (%) 100.0∑一画硬変 100.0 100.0 100.0 100.0
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図 1-11 岩手県の砕石資源分布

東北 6県の地層 ･岩石分布はほぼ類似 しているが,岩手県の地層 ･岩石分布が

他県のそれ と異なる点は,第四紀堆積岩や新第三紀堆積岩が少なく,中 ･古生代

堆積岩が多い点にある｡

第四紀堆積岩や新第三紀堆積岩は,形成 された年代が比較的新 しく,これ らの

骨材は固結の程度が弱いため,重機で掘削できる程度の硬さである｡このため,

砕石資源となることはなく,岩手県では,奥羽山脈の東麓がこれに該当するO奥

羽山脈には,第四紀火山岩や新三紀火山岩が広 く分布 しているOこの岩石は変質

鉱物のために脆 くなっているものが多く,利用に当たっては注意が必要である｡

一方,中 ･古生代堆積岩が形成された年代は 3億年前と比較的古い｡骨材は固

結の程度が強いことで知 られ,岩手県では北上山地に広く分布 しており,ここで

15
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採れる砕石 ･砕砂は良質なものが多い｡品質が比較的良質な花園岩も沿岸部およ

び北上山地の南イ則に分布 してお り,東北 6県の中でも,岩手県は比較的骨材の品

質には恵まれているといってよい｡

しかしながら,近年,骨材の低品質化が盛んに言われてお り,岩手県も例外で

ない恐れがある02005年現在,図 1-12に示すように,日本では5.49億 tの骨材

が生産されてお り,このうちコンクリー ト用には . 73%に相当する4億 tの骨材

が使用されている9)｡1990年のピーク時の6億 トンに比べて66%にまで落ち込ん

でいるが,生産量の低下の一方で,骨材資源の枯渇化および品質の低下が懸念さ

れてきているD

骨材の枯渇化は , 早くから指摘 されていた｡高度経済成長期のコンクリー ト工

事量の増大が,その発端である｡多目的ダムの建設や砂防工事などは,骨材の枯

渇化を深刻にしたといわれている 11)-2)0

国民の環境に対する意識の変化も,骨材資源の確保を困難にしているb砂利の

採取においては,陸砂利および山砂利採取に伴 う地下水および河川の汚濁等によ

る漁業,農業および周辺住民に対する影響が指摘されている｡こうした中で.各

行政機関が環境に配慮 してさまざまな規制を強化する方向にあり,砂利採取場の

確保は年々困難になっている 】3)D砕石業においても,都市近郊の山林周辺におい

て宅地の開発が進行 し,地域住民と採石場の距離が近接するようになったo地域

住民の環境保全意識も年々向上 しつつあり,地域住民から同意を得るための負担

の増加,工事削減に伴 う採取可能量の減少など,個別の砕石業者では資源を確保

することが困難になりつつあるのが現状である｡

8

6

4

()些
一

州側糾
1967 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005

年

図 1-12 骨材の生産量の用途別の推移
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骨材の枯渇化と低品質化には,密接な関係がある｡河川は,定常的に骨材をそ

の生産量分だけ使用 していれば量的な面での問題は生じない｡ しかしながら,都

市部において,骨材生産量を上回る需給の増加により供給不足が引き起こされる

と,骨材の種類の多様化や量の優先的確保が生じ,これが骨材の低品質化をもた

らす直接的な原因になったと指摘されている 14)0

細骨材の供給は,その大半を砂利業界が担っている｡従来は,細骨材を品質に

応じて河川砂を中心として選択して使用していたものが,河川砂の減少から選択

の余地が狭まり,一般的には河川砂より相対的に品質が劣ると言われている海砂

や山砂を使用せざるを得ない状況になってきている｡砕砂については,単独使用

以外に海砂および山砂の粒度調整用および塩分の希釈用として,その供給量が最

近急速に増加 している 13)が,砕砂は角張りが多く単位水量を増やすことが知られ

ており,製造方法の工夫が求められている｡

社団法人セメント協会が実施した粗骨材および細骨材の品質調査結果によれば,

全国各地の生コン工場およびコンクリー ト製品工場で実際に使用されている骨材

の品質水準は,かなりの広範囲に及ぶことが判明しており,それらには,学会そ

の他の規準に適合しない骨材も含まれていることが指摘されている 15)0

社団法人日本コンクリー ト工学協会でも,｢骨材の品質と有効利用に関する研究

委員会｣が設置され,2005-2006年の2年間にわたって,調査･研究が行われた｡

骨材資源とその品質の実態,および今後の骨材品質規格の方向性が検討され,戟

告書にまとめられている 16)｡

骨材資源の晶質と有効利用に関する検討では,製造者 742件,使用者 372件の

合計 1,114件を対象としたアンケー ト結果 (回収数 534件,回収率 47.9%)を元

に,その実態を明らかにしている｡それによると,残された天然の骨材資源は晶

質低下の傾向もあり,入手しやすい天然資源をいかに有効に活用するかが課題で

あると指摘している｡

その中で,全国の 269の生コン工場に対し,｢規格上の問題｣でコンクリー ト用

骨材の品質基準を満足しない割合とその工場数を調査した結果が示されており,

それを図 1-13に示す｡約 6割の工場 (157工場)では 20%以下とする回答であ

ったが,その一方で 50%以上と回答した工場が 29工場あり,骨材品質の問題の

深刻さが明らかとなっている｡その29工場について,地域別の割合を示したのが,

図 1-14である.甲信越地方,東北地方,北陸地方の割合が多く,関東地方,四国

地方,沖縄地方では低いことが伺える｡従来,東北地方は,骨材の品質が良くな

いことが指摘されており,それを裏付ける結果として注目される｡

そこで,岩手県における第四紀堆積岩の代表例として,盛岡市都南地区の陸砂

利の品質の推移を,図 1-15に示す｡骨材の物理的品質としては,絶乾密度および
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図 1-13 コンクリー ト用骨材の品質基準を満足しない割合 とその工場数
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図 1-14 骨材の品質基準を 50%以上満足できない工場の地区別割合

吸水率に着 目した｡これ らの品質に着 目したのは,コンクリー トの耐凍害性 と骨

材のこれ らの物理的品質には,比較的良好な相関関係が成立するとの指摘による

'7)｡絶乾密度は.J ISA5308附属書 1｢レディー ミクス トコンクリー ト用骨材｣

で規定する2.5g/cm3以上 (下限値①)を満足 しておらず , 購入者の承認によって

使用することができる 2.4g/cm3以上 (下限値②)で対応 している｡ PB水率の上限

についても,JISでは 3.0%以下 (上限値①)と規定しているが,これでは品質を

満足できないので,購入者の承認によって使用可能な 4.0%以下 (上限値(参)で対
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応 しているのが現状である｡盛岡地区の砂利の低品質化は著 しく,JIS を見直す

か.あるいはコンクリー トの配合等を工夫 しない限 り,早晩使用できなくなる恐

れがあることを示唆 している｡

中 ･古生代塩基性岩に該当する盛同市黒川地区の砕石 (輝線岩)の品質の推移

を図 1･16に示すo吸水率は 1%以下と小さく,絶乾密度は 3.0g/cm3に近い.経時

変化のほとんど見られない晶質の安定 した骨材である｡いずれも,JISA5005 ｢コ

ンクリー ト用砕石及び砕砂｣の基準を満たしており,低品質骨材 とは対極にある

良質骨材である｡
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図 1115 骨材の品質の推移 (第四紀堆積岩)
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図 1-16 骨材の晶質の推移 (中 ･古生代塩基性岩)
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釜石地区でも,良質な骨材が産出されている｡中 ･古生代堆積岩に属する砕砂

の絶乾密度および吸水率は,2.68g/cm3および 1.2%程度,砕石のそれは2.72g/cm3

および 0.7%程度ときわめて良質である｡この地区で採れる陸砂 ･陸砂利の絶乾密

度および吸水率も,2.55-2.62g/cm3,1.5-2.5%と,JISA5308附属書 1の規

準を上回り,経時変化の見られない安定した骨材である｡良質骨材は宮古地区や

岩泉地区でも産出されており,北上山地から沿岸に至る中 ･古生代堆積岩の地層

は,コンクリー ト用骨材として適 しているといえる｡

気仙地区では,古生代 ･二畳紀の石灰岩が産出されている 18)｡石色は通常の石

灰岩よりも黒味を帯びている｡これは,粘板岩が含まれているためで,吸水率は

1%前後と小さく,絶乾密度も2.65-2.70g/cm3の範囲で比較的安定しており,岩

手県内でも良質な骨材として知られている｡コンクリー ト用骨材として岩手県内

だけでなく関東方面にも船便で運搬されており,産出される骨材は,その品質に

よって分別され,セメントの原料や路盤材としても用いられている｡

奥羽山脈は,八幡平や岩手山の北部地域で構成される第四紀火山岩とこの南側

に分布する新第三紀火山岩に分類される 19)02,400万-170万年前の海底火山活

動で形成された新第三紀火山岩の凝灰岩類はグリーンタフと呼ばれている｡これ

は,変質による膨潤性粘土鉱物を伴 うことが多く,グリーンタフ以降の堆積岩は

固緯度が低いのが特徴として挙げられており,品質の低下が懸念される地層であ

る｡実際に,和賀地区で産出される過去 6年間の陸砂利の品質をみると,絶乾密

度は2.50-2.46g/cm3とJISA5308附属書 1に規定されている2.5g/cm3以上の

晶質は確保できず,購入者の承認願いで許可される2.4g/cm3以上の品質を確保す

ることで,対応 しているのが現状である｡吸水率の悪化も著しい｡この 6年間の

値は,2.68-3.86%と年を追う毎に大きくなっており,盛岡地区の陸砂利と同様

に早晩使用できなくなる恐れがある｡

岩手県は,東北の他県に比べて骨材の品質は比較的良好であると言われてきた｡

確かに,北上山地から東に分布する花尚岩類や塩基性岩類の骨材の品質は,比較

的良好であり,コンクリー ト用骨材として問題はない｡しかしながら,北上川周

辺流域の第四紀堆積岩類や,奥羽山脈の南側に分布する新第三紀火山岩の晶質は

極めて劣っているのが現状である｡

特に,岩手県の場合,気象条件が寒冷であり,吸水率の大きい骨材を使用する

と耐凍害性が劣る恐れがある｡骨材の低品質化は深刻である｡ しかしながら,骨

材の有効利用という観点から,今後は低品質骨材でも使用 していかなければなら

ない環境にある｡低品質骨材を用いたコンクリー トの凍結融解抵抗性を把握 し,

耐凍害性が劣るのであればそこに技術力を注入し,低品質骨材を寒冷地でも有効

利用できるための基礎資料を得ることが急務である｡
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1.2コンクリートの耐凍害性と骨材の晶質に関する既往の研究

1.2.1骨材の晶質とコンクリートの耐凍害性

細骨材と粗骨材とでは,コンクリー トの耐凍害性に及ぼす影響に違いが表れる

ことが指摘されている｡社団法人セメント協会が実施した結果によると,細骨材

よりも粗骨材の品質が耐凍害性に大きな影響を及ぼすと報告している 15)20)｡片平

らの報告でも,細骨材の絶乾密度が2.25以下,吸水率が7%以上の極端に晶質の

劣る細骨材を使用しない限り,コンクリー トの耐凍害性には問題は生じず,耐凍

害性に細骨材の品質が及ぼす影響は少ないことを明らかにしている 21)｡骨材寸法

が6mm程度以下であれば,凍結 しても損傷を受けないという報告もある 22)0

長谷川 らは,コンクリー トとモルタルの耐凍害性を比較 したり,コンクリー ト

の細骨材率を変えることで耐凍害性を比較した結果,モルタルの耐凍害性が優れ

ていること,細骨材率が大きいほど耐久性指数が大きくなることから,細骨材よ

りも粗骨材の晶質が耐凍害性に及ぼす影響が大きいことを明らかにしている 23)0

一方で,複合時のコンクリー トの特性 とは別に,骨材 自体もコンクリ-′ト中で凍

結融解作用を受けるので,骨材 自体の耐凍害性もよく吟味する必要があることも

指摘している｡

庄谷らは,粗骨材 自身の凍結融解抵抗性を検討するため,粗骨材単味での凍結

融解試験を実施 し,その結果について報告している 24)｡それによると,骨材の耐

凍害性を示す指標である100サイクル平均質量損失率は,吸水率が大きくなるほ

ど大きくなる傾向があることを明らかにしているが,吸水率が 7%程度と極端に

大きくても平均質量損失率は小さくなる場合があることを示している0

骨材の吸水率とコンクリー ト耐凍害性の関係を明らかにしたのが鎌田らの研究

である 17)｡骨材の吸水率がJISの許容値以内でも,その上限値に近づくと,気泡

間隔係数が小さくても耐凍害性を満足しない場合があることを明らかにしている｡

ちなみに,ACI(アメリカコンクリー ト工学協会)では,耐凍害性を確保するた

めには,気泡間隔係数を250〃m以下となるように推奨している 25)0

W.A.Cardonは,コンクリー トの凍害におよぼす骨材の影響について報告して

いる 26)｡骨材には種々の大きさの気泡があり,その性状が異なることがまず述べ

られ,この中で,D.W.LewisとW.LDolchの共著 ｢ポロシチ-と吸水｣で指摘さ

れていること 27)を紹介している｡凍結融解を受ける骨材粒子の挙動は,主として

気泡構造,透水性,および飽水度に関係すること,そしてもっとも重要なものは,

気泡の大きさの分布 と透水性であることを明らかにしている｡

粗骨材の細孔径分布とコンクリー トの凍結融解抵抗性には密接な関連があるこ

とを明らかにしたのが,金氏の研究である 28)｡これによると,コンクリー トの凍

結融解抵抗性 (EDF)と粗骨材の細孔径分布 との間には,良好な相関関係が存在

21



第 1章

することを明らかにしている｡植作らは,このEDflを用いてコンクリー トの耐凍

害性に及ぼす粗骨材品質の影響について検討しており,EDFが 50%以上の場合,

耐久性指数は60以上を確保することを明らかにしている 29)0

骨材の種類とコンクリー トの耐凍害性との関連に関する研究が,複数行われて

いる｡月永らは,コンクリー トのスケーリング抵抗性に及ぼす粗骨材晶質の影響

について検討 した結果,粗骨材の種類によりスケーリング抵抗性は大きく異なり,

密度や吸水率の影響は小さいが,骨材 自身の細孔直径や凍結融解抵抗性が大きく

影響することを明らかにしている 30)｡長谷川は,エン トラップ トエアと耐凍害性

との関係について,基礎的な検討を行っている 31)｡エン トラップ トエアは,使用

骨材の種類や粒度によって異なるため,これとの関連についても検討した結果,

骨材種類による耐凍害性の差は大きく,水セメント比や空気量以上に大きな影響

を及ぼすことなどを明らかにしている｡

石灰岩骨材とコンクリー トの耐凍害性 との関連について,報告されている事例

がある｡高木は,コンクリー トの凍結融解作用における石灰岩骨材の影響 32)につ

いて,文献紹介している33)｡これによると,北 ドイツで産出される骨材は,ポー

ラスな石灰岩を含んでおり,これを用いたコンクリー トは耐凍害性が低下するこ

とから,コンクリー トの凍結融解による破壊現象を,コンクリー ト内部の骨材の

凍結膨張圧力と,コンクリー トの引張強度との関係で明らかにしている｡千歩ら

は,コンクリー トの耐凍害性に及ぼす粗骨材の線膨脹係数 と石粉の影響について

検討した結果を報告している 34)｡それによると,石灰岩の線膨脹係数は安山岩に

比べて小さく,粗骨材 とモルタルの線膨脹係数との差によって生じる微視的温度

応力は,コンクリー トの耐凍害性を低下させるひとつの原因として考えられるこ

とを示している｡

1.2.2耐凍害性からみた骨材の晶質規定

一般に,コンクリー トの耐凍害性に関わる粗骨材の品質としては,硫酸ナ トリ

ウムによる安定性損失質量が挙げられる｡三浦らは粗骨材の品質とコンクリー ト

の耐凍害性との関連を改めて見直した結果,安定性損失質量 (12%以下)および

軟石量 (5%以下)のほかに;絶乾密度(2.5g/cm3以上),絶乾密度 2.5g/cm3以上

の含有量 (20%以下),吸水率 (3%以下)およびす り-り減量 (15%以下)も基

準にすることを提唱している 35)｡武田らの研究でも,骨材の安定性損失質量とそ

の骨材を用いたコンクリー トの耐凍害性には,比較的高い相関関係が存在するこ

とを明らかにしている36)｡安定性損失質量とコンクリー トの耐凍害性との間の相

関関係は,不明確であり,この試験方法の性格からすれば,コンクリー トにポッ

プアウトや点食が生ずる可能性は検討できるものの,これ以外の劣化形態に対す
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る安全性の吟味には適さないと考えるのが一般的であることを明らかにしている

報告もある23)0

社団法人 日本コンクリー ト工学協会の報告書によると,骨材の絶乾密度,吸水

率およびす り-り減量とコンクリー トの耐凍害性との関係について明らかにして

いる 16)｡ これによると,絶乾密度 と吸水率には相関関係が見られ,絶乾密度

2.4g/cm3以下および吸水率 6.0%を上回る骨材については,すべて耐久性指数が

60を下回る結果であったことを報告している｡併せて,絶乾密度とす りへり減量

の両方の規格を下回る場合には,すべてのコンクリー トが耐久性指数 60以下とな

ること,絶乾密度が規格値を下回り,安定性損失質量が 20%を上回る場合におい

ても,耐久性指数はすべて 60以下となることから,骨材のこれらの品質を組み合

わせることで,耐凍害性の有無を明らかにできることを報告している｡

小林らは,低品質骨材を用いたコンクリー トの凍結融解試験を通じ,粗骨材の

品質基準を提唱している 37)｡それによると,粗骨材の晶質をコンクリー トの設計

基準強度で分類しており,たとえば設計基準強度が 18-30N/mm2未満の場合,

耐久性を要求されるコンクリー トには,吸水率 3%以下,安定性損失質量 12%以

下の粗骨材を用いることを提唱している｡ただし,内部コンクリー トや中詰めコ

ンクリー トなど,耐久性を特に要求されない場合には,吸水率または安定性損失

質量の上限値を緩和するよう提唱してお り,低品質骨材の利用を促進する試案を

作成している｡

1.2.3低品質骨材を用いたコンクリートの耐凍害性確保

低品質骨材 と良質骨材を用いて,その耐凍害性を比較した実験が行われている｡

西薄らは,ダム現場で廃棄された低品質の粗骨材を用いて凍結融解試験を行った

結果,水セメント比 40-65%の耐久性は,良質骨材を用いた水セメン ト比 85%

のコンクリー トの耐久性と同程度であることを明らかにしている 38)｡藤原は,低

品質の砂利を用いたコンクリー トの諸性質として耐凍害性についても触れており,

砂利の不均一性に着目した解析を行っている 39)｡それによると,吸水率 8%以上

の骨材粒子の割合が増えるにつれて,相対動弾性係数は低下してお り,しかも両

者の相関係数が大きくなることから,コンクリー トの耐凍害性は低品質粒子の混

入割合に大きく影響されていることを指摘している｡

阿波らは,低品質骨材を用いたコンクリー トの凍結融解抵抗性や,塩分環境下

におけるスケーリング抵抗性について検討している 40)｡それによると,極めて低

品質な粗骨材を用いたコンクリー トの凍結融解抵抗性は,配合要因を変化させて

も顕著な改善効果は見られないこと,凍結融解抵抗性には,粗骨材の細孔構造が

大きな役割を果たしていること,スケー リング抵抗性は水セメン ト比や空気量を
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変化させることによって大きく改善されることを明らかにしている｡

低品質骨材を有効利用する観点から行われている研究がある｡藤原は,低品質

骨材を有効利用する観点として,配合の適切な選定による母材の強化,および良

質骨材 との混合による骨材の平均的性質の向上を取 り上げ,これらの方法の有用

性について検討 している 41)｡母材の強化については,水セメント比 50%と 70%

妻で比較 しており,粗骨材の吸水率が 8%程度までは,水セメン ト比を低減する

効果はみられるが,それ以上の吸水率になると相対動弾性係数の低下が著しく,

あまりにも品質が劣る骨材を寒冷地に用いるには無理があると結論付けている｡

良質骨材を混合する場合でも,混合する割合が増えるにつれて相対動弾性係数は

大きくなっているが,その効果はサイクル数の増加に伴い小さくなりつつあり,

混合使用による場合にも,配合に対する配慮が欠かせないことを指摘 している｡

伊藤らは,吸水率や密度が JISから外れる低品質の再生骨材や火山れき等をコ

ンクリー ト用骨材 として活用する方法として,減圧練混ぜ方法の適用を実験的に

検討している 42)｡その結果,減圧練混ぜ時において復圧を瞬時に行 うことにより,

大気圧によってモルタルが粗骨材に圧着され,両者の界面性状が改善されること

から,低品質骨材でも通常の骨材を用いた場合 と同様な品質のコンクリー トを製

造しうる可能性を示している｡

友躍らも,低品質骨材の適正利用に関する研究を行っている43)｡それによると,

粗骨材の吸水率が 3.6%の低品質骨材を用いた場合,空気量が4%程度の空気量で

あっても耐凍害性が著しく劣ること,水セメント比 45-65%の範囲では,水セメ

ント比を小さくすることによる改善効果はみられなかったことを明らかにしてい

る｡

低品質骨材に良質骨材を組み合わせた際の耐凍害性に関する研究が行われてい

る｡友薄 らは,1985年 3月にJISA5308｢レディーミクス トコンクリー ト｣が

改正され,新たに骨材の混合規定が設けられたことから,低品質骨材の適正利用

の観点に加え,骨材の混合規定の合理的な運用を図るための品質基準を得ること

を目的とした研究を行っている 44)｡それによると,混合骨材を用いたコンクリー

トの耐久性指数は,骨材の吸水率の増加および安定性損失質量の増加に伴って低

下する傾向を示 してお り,その割合は骨材の混合比にほぼ比例 していることを明

らかにしている｡ただし,吸水率や安定性損失質量が同等でも,混合する前の骨

材の種類によって耐久性指数に大きな違いが見られることも指摘 している｡

猪口らは,コンクリー トは粗骨材を 1個含むコンクリー ト要素の集合体である

と考え,この要素の表乾密度や圧縮強度を測定し,それらを組合せて耐凍害性を

評価することを試みている 45)｡その結果,このようなメゾレベルでのモデル化に

より,様々な品質の骨材が混在する混合骨材コンクリー トの耐凍害性の評価が定
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性的に可能であることを明らかにしている｡

1.3本研究の目的

コンクリー トの凍害は,古くから問題視され,数多くの研究が行われるととも

に,耐凍害性を確保するための技術も検討されてきた｡その代表例が AE剤の開

発であり,凍害の防止にきわめて大きな効果を示す｡現在は,寒冷地においてAE

剤の使用は,いわば原則であり,これにより凍害は根絶するはずであった｡ しか

し,現実には,凍害の発生は跡を絶たず,筆者らの岩手県および北海道を対象と

した調査においても,凍害を受けている例が数多く見られた｡

コンクリー ト構造物の大多数は,生コンクリー トを用いてつくられる｡その生

コンクリー トが耐凍害性を有しなければ,構造物は供用後に凍害を受ける恐れが

強い｡従って,生コン業としては,耐凍害性に優れたコンクリー トを供給する責

務がある｡

そのような認識のもと,実際に製造されている'生コンクリー トを対象として,

凍結融解試験を実施 した｡その結果については,次章で詳述するが,この試験で

みられた耐凍害性と骨材との関連を要約すれば,以下のようになる｡

①骨材の密度や吸水率のような物理的性質が良好であっても,コンクリー ト

の耐凍害性が劣る例もある｡この中には,空気量などの要因でその原因を

説明できない例があり,密度や吸水率以外の骨材の品質が関連 している可

能性もある｡

②骨材の物理的性質が規格を外れていても,コンクリー トの耐凍害性を確保

できる例がある｡これは,規格を吟味すれば,これまで使用できなかった

骨材でも有効に利用できる可能性があることを示している｡

③骨材の物理的性質が規格をやや大幅に外れる場合,コンクリー トの耐凍害

性確保はきわめて難 しい｡しかし,低品質骨材の有効利用を図るためには,

このような骨材を用いても,コンクリー トの耐凍害性を確保できる方策の

確立が重要である｡

実際に製造されている生コンクリー トを対象とした凍結融解試験のこの結果を

もとに,原因の究明や対策の検討を行 うのが,本研究の目的である｡

①については,該当する生コン工場にとって切実な問題であり,これを解決で

きなければ,信用を損ね,場合によっては出荷できなくなる恐れがある｡そのた

め,原因の究明が急がれた｡きわめて特異な問題であるが,本研究では,考えら

れる原因のひとつひとつを実験によって確かめながら,真の原因を突き止めるこ

とにした｡

物理的な性質に劣る骨材を低品質骨材と呼ぶならば,②と③は,これに関わっ
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ており,より汎用性のある問題さらには課題であるといえる｡骨材は,文字通り

コンクリー トの骨格材料であるだけに,アルカリ骨材反応によるコンクリー トの

膨張や塩分を含む海砂による鉄筋腐食に代表されるように,骨材を厳選 して使用

する姿勢が望まれる｡とりわけ,岩手県のように,寒冷地に特有な凍結融解抵抗

性を確保するには,良質な骨材を厳選 して使用することが重要であると考えられ

てきた｡その一方で,密度や吸水率等の物理的品質に優れた骨材がしだいに枯渇

し,低品質化の傾向が強まっている現実もあり,低品質骨材を有効利用する方法

の確立も重要な研究課題 となりつつある41)｡コンクリー ト用骨材は,なるべく地

元で産出されるものを使用するのが,運搬によって生じるコス ト,あるいは環境

-の負荷を低減する観点から望ましいと言える｡骨材の品質が JISを満足しない

からといって,骨材を厳選 して使用することは,今後はできにくくなっていくの

ではないかと考えられる｡土木学会でも,コンクリー トに要求される晶質を仕様

規定から性能規定に変えており,低品質骨材を有効利用できる社会情勢も整った

といえる｡本研究で,低品質骨材をコンクリー ト用骨材として寒冷地にも有効利

用できる方法が見出されれば,その意義はきわめて大きい｡

前述したように,低品質骨材 と耐凍害性との関連に関する研究は,古くから行

われている｡しかし,その研究のほとんどは,粗骨材の吸水率や安定性損失質量

など,粗骨材の物理的品質とコンクリー トの耐凍害性との関連に着目したものが

ほとんどで,粗骨材 自体の耐凍害性に着 目した研究は皆無に等しい｡粗骨材とモ

ルタルの複合時の特性とは別に,骨材自体もコンクリー ト中で凍結融解作用を受

けるので,その耐凍害性をよく吟味しておく必要があり 23),本研究ではこの点に

着目した実験を行った点からも,大きな意義があると考えられる｡

コンクリー トは,粗骨材をモルタルで包み込んだ複合材料であり,粗骨材が低

品質であれば,モルタルにはその低品質を補 う特性が求められる｡その特性とし

て考えられるのが,配合および空気量であり,これらの品質特性を有するモルタ

ルと低品質な粗骨材を組み合わせた場合の凍結融解抵抗性を把握する必要がある｡

これまで,阿波らの研究 40)などを通じ,低品質骨材とモルタルの水セメント比や

空気量に着 目した実験は行われてはいるものの,耐凍害性の有無は粗骨材の空隙

構造によって影響されると評価 しており,必ずしも,水セメント比や空気量と耐

凍害性との関連について明確にされているわけではない｡本研究では,この点に

ついても検討を加え,耐凍害性との関連について評価 した｡

さらに,低品質骨材は吸水率が比較的大きいため,これをコンクリー トに用い

た場合,凍結時には膨張挙動を示し,この現象がコンクリー トの劣化を引き起こ

すと考えられる｡そこで,本研究では,コンクリー トを粗骨材とモルタルを組み

合わせた複合モデルと仮定し,両者の凍結融解時のひずみを測定することで,実
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際に生じている膨張挙動を把握 した｡得られたデータは,厚肉円筒モデルの概念

を参考にして骨材 とモルタルに生じる応力を計算し,両者の品質特性である圧縮

強度あるいは引張強度と比較検討することで,耐凍害性の有無を評価 した点でも

意義があると考えられる｡

1.4本論文の構成

本論文は,以下の構成となっている｡

第 1章 序論

第 2章 実際に製造されている生コンクリー トの耐凍害性

第 3章 コンクリー トの耐凍害性に及ぼす砕砂中のカーボンの影響

第 4章 凍結融解繰返し作用に対する低品質骨材自体の耐凍害性

第 5章 低品質骨材を用いたコンクリー トの耐凍害性に及ぼす配合の影響

第 6章 低品質骨材とモルタルを組み合わせた複合モデルによる照査

第 7章 結論

第 1章では,これからのコンクリー ト構造物にとって,長寿命が強く望まれ,

そのためには耐凍害性の確保が寒冷地にとってきわめて重要であることを指摘し,

現状では凍害の発生が跡を絶っていないことを,凍害調査の結果から明らかにし

た｡骨材の品質も凍害の要因と考えられるため,骨材資源の推移や骨材の低品質

化の現状について概説 し,低品質骨材を用いたコンクリー トの耐凍害性やその確

保の方法などに関する既往の研究を整理した｡筆者 らが行った実際に製造されて

いる生コンクリー トを対象とした凍結融解試験においても,耐凍害性に骨材が大

きく関連していると思われる現象がいくつか見られ,本研究では,これらの原因

の解明や対策の確立を目的とし,その意義について述べた｡

第 2章では,本研究を始める原点となった実際に製造されている生コンクリー

トの凍結融解試験について述べた｡耐凍害性に及ぼす生コンクリー トの諸性質と

の関連について検討するとともに,その結果から明らかになった問題点について

整理した｡岩手県の場合,その寒冷な気象条件をよく考慮 して,耐凍害性に優れ

た生コンクリー トを製造している工場が多いと評価できるが,その一方で耐凍害

性に問題のある生コンクリー トも少なからず出荷されていることを明らかにした｡

第 3章では,実際に製造されている生コンクリー トを対象とした凍結融解試験

において,使用骨材の密度や吸水率などの物理的性質が良好で,フレッシュコン

クリー トの空気量が適切であるにもかかわらず,耐凍害性に劣った特殊な例につ

いて,その原因解明のために行った一連の実験を述べた｡使われていた骨材の特

徴として,黒色の物質の混在が挙げられ,これに含まれるカーボンが混和剤の空

気連行性を阻害し,耐凍害性を低下していたことを明らかにした｡
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第 4章では,低品質骨材の有効利用を図るためには,まず骨材自体の特性を明

らかにしておく必要があると考え,広範囲の晶質の砕石を対象として,凍結融解

抵抗性を調べ,骨材の諸物性との関連を解明した｡吸水率などの JISを外れる骨

材であっても,優れた抵抗性を示すものがあり,これらは,規格内の骨材と同等

の取扱いが可能であることを明らかにした｡

第 5章では,吸水率がJISを満足しない低品質骨材を用いたコンクリー トの耐

凍害性を,水セメン ト比や空気量の配合条件を調節することで確保できないか検

討した｡5%以上の吸水率を有する粗骨材の場合,空気量を増量しても耐凍害性の

確保は難 しくなるが,むしろ水セメン ト比を大きくすることで,耐凍害性を得ら

れる事例もあり,骨材の品質に見合った配合条件を設定すれば,耐凍害性を確保

できる可能性を示した｡

第 6章では,コンクリー トを低品質骨材とモルタルを組み合わせた複合モデル

と見なし,これらの凍結融解時のひずみを測定することで応力を算出し,材料の

品質特性である圧縮強度や引張強度と比較検討 した｡粗骨材およびモルタルに生

じる応力は,厚肉円筒モデルを用いた解析により求め,劣化のメカニズムを明ら

かにした｡

以上の検討をもとに,特殊な骨材および低品質骨材を用いたコンクリー トの耐

凍害性の評価を第 7章で取りまとめ,これらの骨材を有効利用するに当たっての

一助となるような提案を行った｡
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